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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第64期

第３四半期連結
累計期間

第65期 
第３四半期連結
累計期間

第64期 
第３四半期連結
会計期間

第65期 
第３四半期連結
会計期間

第64期

会計期間

自　平成21年　　
     ４月１日
至　平成21年
  　 12月31日

自　平成22年　
     ４月１日 
至　平成22年　
     12月31日

自　平成21年　
     10月１日 
至　平成21年　
     12月31日

自　平成22年　
     10月１日 
至　平成22年　
     12月31日

自　平成21年　
    ４月１日
至　平成22年　
    ３月31日

売上高 (百万円) 226,833 270,195 86,702 87,257 317,990

経常利益 (百万円) 6,562 16,563 4,805 5,758 11,436

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,869 8,961 1,675 3,240 6,328

純資産額 (百万円) ― ― 100,450 110,567 105,489

総資産額 (百万円) ― ― 167,249 174,909 178,272

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,307.641,432.391,383.95

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 42.20 131.79 24.64 47.66 93.06

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ─ ―

自己資本比率 (％) ― ― 53.2 55.7 52.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,302 25,533 ─ ─ 15,679

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,558 △6,574 ─ ─ △12,277

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,146 △3,863 ─ ─ △7,676

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 19,583 30,049 16,194

従業員数 (名) ― ― 12,769 12,949 12,608

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

４　従業員数は、就業人員数を表示しています。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 12,949（1,911）

(注) １　従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者

を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。

２　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。

　

　

(２) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 1,716（304）

(注) １　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しています。

２　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(１) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

日本 24,601 2.4

米州 31,877 △9.6

中国 19,128 8.2

 アジア・ＵＫ 11,580 17.7

合計 87,187 0.4

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。
　　 ２　金額は販売価格により算出しました。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

４　前年同四半期比については、前第３四半期連結会計期間の生産高をセグメント別に組替えた数値を基に算出

し、参考として記載しています。なお、組替え後の前第３四半期連結会計期間の生産高は、日本24,028百万円、

米州35,262百万円、中国17,683百万円、アジア・ＵＫ9,841百万円となります。

　
(２) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

　
セグメント名称

受注高
(百万円)

前年同四半期比
（％）

受注残高
(百万円)

前年同四半期比
（％）

日本 23,859 1.6 8,320 2.8

米州 31,971 △5.9 11,419 6.6

中国 17,768 2.2 6,204 1.5

 アジア・ＵＫ 10,992 7.2 3,849 △0.8

合計 84,591 △0.6 29,793 3.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。

     ２  上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３　前年同四半期比については、前第３四半期連結会計期間の受注高及び受注残高をセグメント別に組替えた数値

を基に算出し、参考として記載しています。なお、組替え後の前第３四半期連結会計期間の受注高は、日本

23,472百万円、米州33,965百万円、中国17,392百万円、アジア・ＵＫ10,250百万円となり、受注残高は、日本

8,092百万円、米州10,716百万円、中国6,111百万円、アジア・ＵＫ3,879百万円となります。
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(３) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

日本 24,644 1.8

米州 31,771 △9.1

中国 19,199 8.0

 アジア・ＵＫ 11,642 19.1

合計 87,257 0.6

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。

２　前年同四半期比については、前第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメント別に組替えた数値を基に算出

し、参考として記載しています。なお、組替え後の前第３四半期連結会計期間の販売実績は、日本24,200百万

円、米州34,945百万円、中国17,783百万円、アジア・ＵＫ9,773百万円となります。

３　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。
　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高
(百万円)

割合(％)
販売高 
(百万円)

割合(％)

本田技研工業㈱ 16,653 19.2 16,825 19.3

ホンダオブアメリカマニュファクチュアリ
ング・インコーポレーテッド

13,087 15.1 12,297 14.1

広汽本田汽車有限公司 10,636 12.3 10,734 12.3

     ４  上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの異常な変動又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）における世界経済は、欧米にお

ける景気後退懸念や失業率の高止まりなど、依然として厳しい状況にあるものの、中国やアジア諸国にお

ける景気拡大もあり、総じて緩やかな回復を示しました。

　当グループが関連する自動車業界の新車販売台数は、日本・欧州等において自動車需要刺激策の打切り

による反動減が見られたものの、中国やアジア諸国、北米においては回復傾向を示しました。

当グループにおける当第３四半期連結会計期間の売上高は、北米における為替換算上の影響はあるも

のの、中国及びアジア地域における主要客先からの受注の増加等もあり、872億57百万円と前年同四半期

に比べ５億55百万円（0.6％）の増収となりました。利益面では、原価低減効果や北米における利益改善

施策の効果等もあり、営業利益は53億31百万円と前年同四半期に比べ９億10百万円（20.6％）の増益、経

常利益は57億58百万円と前年同四半期に比べ９億52百万円（19.8％）の増益となりました。四半期純利

益については32億40百万円と、過年度法人税を計上した前年同四半期に比べ15億65百万円（93.4％）の

増益となりました。
　

なお、セグメント別の業績は次のとおりです。

（日本）

主要客先からの受注は減少したものの、機種構成の変化等もあり、売上高は308億47百万円と前年同四

半期に比べ２億７百万円（0.7％）の増収となりました。利益面では、機種構成の変化に伴う利益の増加

に加え、原価低減効果等もあり、営業利益は12億27百万円と前年同四半期に比べ１億26百万円（11.5％）

の増益となりました。

（米州）

北米における為替換算上の影響に加え、主要客先からの受注が減少したこともあり、売上高は317億71

百万円と前年同四半期に比べ31億74百万円（9.1％）の減収となりました。利益面では、減収に伴う利益

の減少はあるものの、北米における利益改善施策の効果等もあり、営業利益は11億59百万円と前年同四半

期に比べ１億74百万円（17.7％）の増益となりました。

（中国）

為替換算上の影響はあるものの、主要客先からの受注の増加等により、売上高は197億99百万円と前年

同四半期に比べ17億73百万円（9.8％）の増収となりました。利益面では、増収に伴う利益の増加はある

ものの、受注の増加に伴う諸経費の増加や為替換算上の影響もあり、営業利益は24億２百万円と前年同四

半期に比べ３億94百万円（14.1％）の減益となりました。

（アジア・ＵＫ）

タイ、インドネシア、ＵＫにおける主要客先からの受注の増加等により、売上高は116億42百万円と前年

同四半期に比べ18億64百万円（19.1％）の増収となりました。利益面では、増収に伴う利益の増加等によ

り、営業利益は15億96百万円と前年同四半期と比べ９億51百万円（147.5％）の増益となりました。
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また、事業別の売上高につきましては、二輪事業では、インドにおける主要客先からの受注の増加等に

より14億28百万円と前年同四半期に比べ２億18百万円（18.1％）の増収となりました。

　四輪事業では、850億72百万円と前年同四半期に比べ54百万円（0.1％）の増収となりました。主力製品

の四輪車用シートの売上高は、722億58百万円と前年同四半期に比べ７億88百万円（1.1％）の増収とな

りました。ドアトリム及びルーフトリムなどの内装品等の売上高は、内装品等受注機種における生産台数

の減少等により、128億14百万円と前年同四半期に比べ７億33百万円（5.4％）の減収となりました。

　その他事業の売上高は、７億57百万円と前年同四半期に比べ２億82百万円（59.4％）の増収となりまし

た。
　

　

(注)平成23年３月期第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号　平成21年３月27日）を適用しており、セグメントの区分を従来から変更しています。よって、セグメント別

の業績における前年同四半期比較については、前第３四半期連結会計期間の数値を変更後の区分に組替え、参考

として記載しています。

　

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、1,749億９百万円と第２四半期連結会計期間末に比べ

26億50百万円（1.5％）の減少となりました。流動資産については、1,095億69百万円と第２四半期連結会

計期間末に比べ28億66百万円（2.6％）の減少となりました。これは、現金及び預金が27億14百万円増加

したものの、当第３四半期連結会計期間における売上高の減少に伴い受取手形及び売掛金が53億12百万

円減少したことが主な要因です。固定資産については、653億39百万円と第２四半期連結会計期間末に比

べ２億15百万円（0.3％）の増加となりました。これは、為替換算上の影響等により有形固定資産が10億

26百万円減少したものの、時価評価に伴う投資有価証券の増加等により、投資その他の資産が12億69百万

円増加したことが主な要因です。 

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、643億41百万円と第２四半期連結会計期間末に比べ

55億48百万円（7.9％）の減少となりました。これは、短期借入金が35億96百万円減少したこと及び当第

３四半期連結会計期間における仕入高の減少に伴い支払手形及び買掛金が14億79百万円減少したことが

主な要因です。 

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、1,105億67百万円と第２四半期連結会計期間末に比べ

28億98百万円（2.7％）の増加となりました。これは、為替換算調整勘定のマイナス残高が10億24百万円

増加したものの、利益剰余金が23億56百万円増加したこと及び少数株主持分が９億27百万円増加したこ

とが主な要因です。 
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前第３四半期

連結会計期間に比べ104億66百万円増加し、第３四半期連結会計期間末残高は300億49百万円（前年同期

比53.4％増）となりました。

　　

営業活動により得られた資金は、85億24百万円と前第３四半期連結会計期間に比べ49億84百万円

（140.8％）の増加となりました。これは、仕入債務の増減額が前第３四半期連結会計期間の22億74百万

円の増加から24億22百万円の減少となったものの、売上債権の増減額が前第３四半期連結会計期間の49

億81百万円の減少から40億83百万円の増加となったことなどによるものです。

　　

投資活動により支出した資金は、18億74百万円と前第３四半期連結会計期間に比べ12億17百万円

（185.5％）の増加となりました。これは、有形固定資産の取得による支出が14億42百万円と前第３四半

期連結会計期間に比べ４億25百万円の増加となったこと、及び定期預金の預入及び払戻による純増減が

前第３四半期連結会計期間の２億92百万円の収入から１億18百万円の収入となったことなどによるもの

です。

　　

財務活動により支出した資金は、32億89百万円と前第３四半期連結会計期間に比べ４億89百万円

（17.5％）の増加となりました。これは、短期借入金の純増減額が前第３四半期連結会計期間の18億29百

万円の減少から14億61百万円の減少となったものの、少数株主への配当金の支払額が９億11百万円と前

第３四半期連結会計期間に比べ７億３百万円の増加となったことなどによるものです。

　　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

なお、当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、23億80百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(１) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
　

(２) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画していた重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。

　また、前四半期連結会計期間末に計画していた重要な設備の新設のうち、当第３四半期連結会計期間に

完了したものは、次のとおりです。

会社名又は事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

提出
会社

埼玉工場
（埼玉県行田市 他）

日本
建屋、四輪車用シート及
び内装品製造設備

107平成22年12月

鈴鹿工場
（三重県鈴鹿市）

日本
建屋、四輪車用シート及
び内装品製造設備

42平成22年12月

国内
子会
社

九州テイ・エス株式会社　　　　　　　　　（熊本県
菊池市）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

日本
二輪車用シート、部品及
び四輪車用内装・外装
品製造設備

84平成22年12月

在外
子会
社

テイエス テック（タイランド）カンパニー
リミテッド 
（タイ アユタヤ県）

アジア
・ＵＫ

建屋、四輪車用シート及
び内装品製造設備

101平成22年９月

武漢提愛思全興汽車零部件有限公司
（中国 湖北省）

中国
建屋、四輪車用シート及
び内装品製造設備

80平成22年９月

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれていません。

２　上記投資額には、リース資産を含んでいます。

３　完成後の増加能力については、仕様、工法及び生産シフト等の変化により、適切な算定が困難なため記載

していません。
　

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 272,000,000

計 272,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,000,000 68,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株です。

計 68,000,000 68,000,000― ―

　

(２) 【新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

　

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当する事項はありません。

　

(４) 【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

　

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 68,000 ― 4,700 ― 5,121

　

(６) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(７) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　　　 1,600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　　67,990,500 679,905 ―

単元未満株式 普通株式　 　　　　7,900 ― ―

発行済株式総数 68,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 679,905 ―

　(注)　１単元は100株です。
　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
テイ・エス　テック株式会社

埼玉県朝霞市栄町
三丁目７番27号

1,600 ― 1,600 0.0

計 ― 1,600 ― 1,600 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 2,0061,9501,5841,4821,3631,4971,4741,5951,637

最低(円) 1,6431,4551,3731,2521,1601,2031,2851,3391,523

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

います。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 35,325 21,201

受取手形及び売掛金 ※３
 48,204 58,830

商品及び製品 2,671 2,878

仕掛品 1,559 1,369

原材料及び貯蔵品 14,566 15,847

その他 7,285 8,222

貸倒引当金 △43 △61

流動資産合計 109,569 108,289

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 16,929 18,447

機械装置及び運搬具（純額） 12,459 14,679

その他（純額） 16,126 15,949

有形固定資産合計 ※１
 45,515

※１
 49,076

無形固定資産 1,418 1,572

投資その他の資産 ※２
 18,404

※２
 19,333

固定資産合計 65,339 69,982

資産合計 174,909 178,272

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 37,593 42,076

短期借入金 4,673 6,315

1年内返済予定の長期借入金 195 185

未払法人税等 1,367 872

引当金 967 1,593

その他 ※３
 8,415 9,040

流動負債合計 53,212 60,085

固定負債

長期借入金 2,621 2,870

引当金 428 405

その他 8,079 9,422

固定負債合計 11,129 12,697

負債合計 64,341 72,782
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,700 4,700

資本剰余金 5,163 5,163

利益剰余金 93,495 86,229

自己株式 △3 △3

株主資本合計 103,355 96,089

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,669 6,844

為替換算調整勘定 △12,624 △8,827

評価・換算差額等合計 △5,955 △1,983

少数株主持分 13,166 11,382

純資産合計 110,567 105,489

負債純資産合計 174,909 178,272
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 226,833 270,195

売上原価 206,409 237,830

売上総利益 20,424 32,365

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 2,135 3,123

給料及び手当 6,196 6,619

その他 6,751 6,620

販売費及び一般管理費合計 15,083 16,364

営業利益 5,340 16,001

営業外収益

受取利息 284 362

受取配当金 103 152

受取地代家賃 217 193

持分法による投資利益 411 384

為替差益 137 －

その他 236 211

営業外収益合計 1,391 1,303

営業外費用

支払利息 160 122

為替差損 － 581

その他 9 36

営業外費用合計 169 740

経常利益 6,562 16,563

特別利益

固定資産売却益 205 73

貸倒引当金戻入額 149 255

受取補償金 161 －

負ののれん発生益 － 19

その他 9 4

特別利益合計 525 353

特別損失

固定資産売却損 29 17

固定資産除却損 73 149

関係会社株式評価損 61 －

減損損失 58 25

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 105

その他 9 5

特別損失合計 232 304

税金等調整前四半期純利益 6,855 16,613

法人税、住民税及び事業税 1,839 4,279

法人税等還付税額 △1,570 △209

過年度法人税等 912 －

法人税等合計 1,181 4,069

少数株主損益調整前四半期純利益 － 12,543

少数株主利益 2,804 3,581

四半期純利益 2,869 8,961
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 86,702 87,257

売上原価 77,027 76,418

売上総利益 9,674 10,839

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 820 1,042

給料及び手当 1,932 2,399

その他 2,501 2,065

販売費及び一般管理費合計 5,254 5,507

営業利益 4,420 5,331

営業外収益

受取利息 96 132

受取配当金 34 49

受取地代家賃 81 65

為替差益 18 8

持分法による投資利益 152 140

その他 53 72

営業外収益合計 436 469

営業外費用

支払利息 50 35

その他 1 6

営業外費用合計 51 42

経常利益 4,805 5,758

特別利益

固定資産売却益 2 5

貸倒引当金戻入額 － 200

受取補償金 41 －

その他 － 1

特別利益合計 44 206

特別損失

固定資産売却損 0 8

固定資産除却損 46 22

減損損失 0 －

その他 2 3

特別損失合計 50 33

税金等調整前四半期純利益 4,799 5,931

法人税、住民税及び事業税 1,075 1,473

過年度法人税等 912 －

法人税等合計 1,988 1,473

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,458

少数株主利益 1,135 1,217

四半期純利益 1,675 3,240
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,855 16,613

減価償却費 8,125 6,940

減損損失 58 25

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 105

引当金の増減額（△は減少） △742 △591

受取利息及び受取配当金 △388 △514

支払利息 160 122

持分法による投資損益（△は益） △411 △384

有形固定資産売却損益（△は益） △176 △55

有形固定資産除却損 73 149

関係会社株式評価損 61 －

受取補償金 △161 －

負ののれん発生益 － △19

売上債権の増減額（△は増加） △5,970 6,977

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,931 △188

仕入債務の増減額（△は減少） 4,990 △2,709

その他 1,979 1,099

小計 12,522 27,571

利息及び配当金の受取額 871 1,021

利息の支払額 △163 △122

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 73 △2,936

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,302 25,533

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,157 △6,832

定期預金の払戻による収入 2,739 6,520

有形固定資産の取得による支出 △6,117 △5,813

有形固定資産の売却による収入 313 239

関係会社出資金の払込による支出 － △175

連結子会社株式の追加取得による支出 － △28

その他 △335 △485

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,558 △6,574

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,281 506

長期借入れによる収入 2,434 200

配当金の支払額 △1,359 △1,495

少数株主への配当金の支払額 △1,455 △2,512

その他 △484 △561

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,146 △3,863

現金及び現金同等物に係る換算差額 438 △1,309

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35 13,786

現金及び現金同等物の期首残高 19,547 16,194

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 68

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 19,583

※１
 30,049
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日   至　平成22年12月31日)

（会計処理基準に関する事項の変更）

　（１）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10

日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ32百万円減

少し、また利益剰余金は23百万円減少しています。　　　

　（２）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しています。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ10百万円減少し、税金等調整前

四半期純利益は、115百万円減少しています。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、

169百万円です。

  （３）「企業結合に関する会計基準」等の適用

　第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会

計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26

日公表分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成20年12月26日）を適用しています。　　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日   至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の

適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示していま

す。　　

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日   至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の

適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示していま

す。　　

　

EDINET提出書類

テイ・エス　テック株式会社(E02380)

四半期報告書

18/30



　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日   至　平成22年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっています。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっています。

２　原価差異の配賦方法

予定価格等を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年

度決算と比較して簡便的に実施する方法によっています。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっています。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっています。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっています。
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日   至　平成22年12月31日)

　税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しています。

なお、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

83,813百万円です。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
　　　　投資その他の資産　　　　　　　　　 55百万円
 
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれていま

す。

　　　　 受取手形　　　　　　　　　 20百万円

　　　　 支払手形　　　　　　　　　 48百万円　　

             設備関係支払手形　　　　　 11百万円

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

82,939百万円です。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
投資その他の資産
 
　　　　───────

303百万円

　４　保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

天津提愛思塑料製
品有限公司

40金融機関からの借入金

従業員 240

テイ・エス テック
「社員住宅ローン」制
度による金融機関から
の借入金

 

　４　保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

天津提愛思塑料製
品有限公司

40金融機関からの借入金

従業員 271

テイ・エス テック
「社員住宅ローン」制
度による金融機関から
の借入金

 

　５　受取手形裏書譲渡高 39百万円
　

　５　受取手形裏書譲渡高 40百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）並びに前第３四半期連結会計期間（自　平成21

年10月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成

22年12月31日）

　　　  該当する事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　（平成21年12月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定   22,744

　　　計 　22,744

預入期間が３か月を超える定期預

金
 △3,122

その他 　　△38

現金及び現金同等物 　19,583
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 　35,325　　　

　　　計 　35,325

預入期間が３か月を超える定期預

金
 △5,244

その他 　　△31

現金及び現金同等物 　30,049
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 68,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,630

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当する事項はありません。

　

４　配当に関する事項

（１） 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 747 11平成22年３月31日平成22年６月23日 利益剰余金

平成22年10月29日
取締役会

普通株式 747 11平成22年９月30日平成22年11月29日 利益剰余金

　

（２） 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

  期連結会計期間末後となるもの
　
　　　　  該当する事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っていますが、当第３四半期連結会計期間における

リース取引残高は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(金融商品関係)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当する事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累

計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）
　

当社及び連結子会社は、四輪車用シート及び四輪車用内装品、二輪車用シート及び二輪車用附属用品等

の製造を行っています。

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める四輪事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

中国
（百万円）

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(１) 外部顧客に
　　対する売上高

24,20030,68117,78314,03786,702 ― 86,702

(２)セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

6,439 0 243 4 6,687（6,687) ―

計 30,64030,68118,02614,04193,390(6,687)86,702

営業利益 1,100 280 2,796 1,349 5,527(1,106)4,420

(注)　１  国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２  本邦以外の区分に属する国又は地域

　（１）北米………………アメリカ・カナダ・メキシコ

　（２）中国………………中国・香港

　（３）その他の地域……タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

中国
（百万円）

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(１) 外部顧客に
　　対する売上高

63,14583,46647,66832,554226,833 ― 226,833

(２)セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

15,608 0 510 8 16,127（16,127) ―

計 78,75383,46748,17832,562242,961(16,127)226,833

営業利益又は営業損
失(△)

161 △1,071 6,617 2,396 8,104 (2,763)5,340

(注)　１  国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２  本邦以外の区分に属する国又は地域

　（１）北米………………アメリカ・カナダ・メキシコ

　（２）中国………………中国・香港

　（３）その他の地域……タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　 北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 30,708 17,941 14,087 62,738

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 86,702

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

35.4 20.7 16.3 72.4

(注)　１　国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　（１）北米……………アメリカ・カナダ・メキシコ

　　（２）中国……………中国・香港

　　（３）その他の地域…タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 83,529 47,980 32,734 164,244

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 226,833

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

36.8 21.2 14.4 72.4

(注)　１　国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　（１）北米……………アメリカ・カナダ・メキシコ

　　（２）中国……………中国・香港

　　（３）その他の地域…タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
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【セグメント情報】

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日)を適用しています。

　

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、毎月取締役会へ報告されているものです。

　当社は、日本をグローバルマザーとして、「米州（アメリカ・カナダ・メキシコ・ブラジル）」、「中国

（中国・香港）」、「アジア・ＵＫ（タイ・フィリピン・インド・インドネシア・イギリス）」の各地域

で構成される地域統括体制を敷いています。各地域には統括責任者がおかれ、各地域の取締役等で構成され

る地域経営会議にて全般的業務に関する方針・計画及び統制等を審議し、事業活動を展開しています。

　したがって、当社は「日本」、「米州」、「中国」、「アジア・ＵＫ」の４つを報告セグメントとしていま

す。

　各報告セグメントに属する製品として、「日本」、「米州」、「アジア・ＵＫ」は、主に四輪車用シート及

び内装品等、二輪車用シート及び樹脂部品等の製造販売を行っています。「中国」は、主に四輪車用シート

及び内装品等の製造販売を行っています。

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　 日本 米州 中国

アジア
・ＵＫ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する
　売上高

75,049104,13855,08435,924270,195 ─ 270,195

  セグメント間の内
　部売上高又は振
　替高

18,915 1 1,704 6 20,628△20,628 ─

計 93,964104,13956,78835,931290,824△20,628270,195

セグメント利益 3,869 2,592 7,917 4,588 18,967△2,966 16,001

（注)　１　セグメント利益の調整額△2,966百万円には、セグメント間取引消去184百万円、親会社の本社管理部門

　にかかる配賦不能営業費用△2,680百万円を含んでいます。

　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。　

　３　なお、前第３四半期連結累計期間における報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する

　情報は次のとおりです。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額　 日本 米州 中国

アジア
・ＵＫ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客に対する
 売上高

63,14594,37047,66821,650226,833 ─ 226,833

 セグメント間の内
 部売上高及び振替高

15,608 0 510 8 16,127△16,127 ─

計 78,75394,37148,17821,658242,961△16,127226,833

セグメント利益 161 528 6,617 796 8,104△2,7635,340

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　 日本 米州 中国

アジア
・ＵＫ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する
　売上高

24,64431,77119,19911,64287,257 ─ 87,257

  セグメント間の内
　部売上高又は振
　替高

6,203 ― 599 ― 6,803△6,803 ─

計 30,84731,77119,79911,64294,061△6,803 87,257

セグメント利益 1,227 1,159 2,402 1,596 6,385△1,053 5,331

(注)  １　セグメント利益の調整額△1,053百万円には、セグメント間取引消去56百万円、親会社の本社管理部門

　　にかかる配賦不能営業費用△902百万円を含んでいます。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

３　なお、前第３四半期連結会計期間における報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する

　　情報は次のとおりです。

　　　 前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額　 日本 米州 中国

アジア
・ＵＫ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する
　売上高

24,20034,94517,7839,77386,702 ─ 86,702

  セグメント間の内
　部売上高又は振
　替高

6,439 0 243 4 6,687△6,687 ─

計 30,64034,94518,0269,77793,390△6,68786,702

セグメント利益 1,100 984 2,796 645 5,527△1,106 4,420

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　　該当する事項はありません。
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(企業結合等関係)

重要性が乏しいため注記を省略しています。

　

(資産除去債務関係)

該当する事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当する事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 1,432円39銭
　

　 1,383円95銭
　

　
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 110,567 105,489

普通株式に係る純資産額(百万円) 97,400 94,106

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 13,166 11,382

普通株式の発行済株式数(千株) 68,000 68,000

普通株式の自己株式数(千株) 1 1

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

67,998 67,998

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

 　 第３四半期連結累計期間
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 42円20銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

１株当たり四半期純利益金額 131円79銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,869 8,961

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,869 8,961

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,998 67,998
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 第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 24円64銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

１株当たり四半期純利益金額 47円66銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,675 3,240

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,675 3,240

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,998 67,998

　

(重要な後発事象)
　

該当する事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　　 第65期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年10月29日

　　 開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

　　 おり中間配当を行うことを決議し、配当を行っています。

　　　　（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 747百万円

　　　　（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11円00銭

　　　　（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　  平成22年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月５日

テイ・エス テック株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　  公認会計士    松　本　保　範    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　  公認会計士    沼　田　敦　士    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテイ

・エス テック株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成　21年４月１日から

平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月４日

テイ・エス テック株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　  公認会計士    松　本　保　範    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　  公認会計士    沼　田　敦　士    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテイ

・エス テック株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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